
(単位:円)

 固定資産    

有形固定資産   △

土地    

建物   △

構築物   △

教育研究用機器備品   △

管理用機器備品   △

図書    

車両    

建設仮勘定    

特定資産    

第３号基本金引当特定資産    

退職年金引当特定資産    

退職金引当特定資産   △

教育研究引当特定資産    

資金運用引当特定資産    

将来計画引当特定資産    

その他の固定資産    

電話加入権    

ソフトウェア   △

有価証券    

長期未収入金   △

保証金    

特許権    

 流動資産    

現金預金    

未収入金   △

有価証券    

前払金    

立替金    

仮払金    

修学旅行費等預り資産   △

資  産  の  部  合  計    262,243,818,284 257,243,740,994 5,000,077,290

－ 1 －

1,683,000 727,500 955,500

307,386,445 357,636,102 50,249,657

4,178,564 4,170,990 7,574

230,296 203,858 26,438

5,647,153,407 4,903,000,000 744,153,407

16,075,470,508 15,702,521,800 372,948,708

1,144,347,504 1,938,480,988 794,133,484

358,336 3 358,333

23,180,449,724 22,906,741,238 273,708,486

170,000 170,000 0

26,825,218,876 25,528,375,504 1,296,843,372

0 9,000 9,000

14,794,140 14,794,140 0

203,037,243 228,072,247 25,035,004

25,787,799,451 20,801,549,794 4,986,249,657

27,043,578,595 25,771,420,894 1,272,157,701

723,587,329 688,729,783 34,857,546

13,437,191,537 12,333,930,774 1,103,260,763

1,621,078,827 1,921,583,095 300,504,268

4,339,533,159 4,311,528,659 28,004,500

9,615,900,226 9,330,826,319 285,073,907

55,525,090,529 49,388,148,424 6,136,942,105

26,216,371 25,015,580 1,200,791

1,180,644,740 86,186,725 1,094,458,015

269,399,778 340,740,004 71,340,226

9,694,380,741 9,656,510,107 37,870,634

3,945,408,315 4,097,302,013 151,893,698

6,085,254,428 6,581,659,704 496,405,276

49,924,890,253 49,919,611,241 5,279,012

85,368,504,810 88,470,405,064 3,101,900,254

239,063,368,560 234,336,999,756 4,726,368,804

156,494,699,436 159,177,430,438 2,682,731,002

 貸  借  対  照  表 

2022年3月31日

資　　　　産　　　　の　　　　部

科      目 本 年 度 末 前 年 度 末 増    減



(単位:円)

 固  定  負  債   △

長期借入金   △

退職給与引当金   △

長期預り金    

 流  動  負  債    

短期借入金    

未払金    

前受金   △

預り金    

修学旅行費等預り金   △

負　債  の  部  合  計   △

 基  本  金     

第 １ 号 基 本 金    

第 ３ 号 基 本 金    

第 ４ 号 基 本 金    

 繰越収支差額 △ △  

翌年度繰越収支差額 △ △  

純 資 産 の 部 合 計    

 注記事項

１．重要な会計方針

（1）引当金の計上基準

　 ①徴収不能引当金 ･･･未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。･･･未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

　

②退職給与引当金 ･･･退職金の支給に備えるため、次のとおり計上している。･･･退職金の支給に備えるため、次のとおり計上している。

　

　ア　私立大学退職金財団に加入する教職員に係る退職給与引当金については期末要支給額12,607,868,535円を基準

　　　として、私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金額の100％を

      計上している。

　イ　財団法人大阪府私学総連合会に加入する教職員に係る退職給与引当金については、期末要支給額1,424,349,985円

　　　から財団法人大阪府私学総連合会の交付金相当額を控除した金額の100％を計上している。

（2）その他の重要な会計方針

　 ①有価証券の評価基準及び評価方法　･･･移動平均法に基づく原価法である。但し、満期保有目的債券の評価基準は償却原価法である。

　 ②預り金その他の経過項目に係る収支の表示方法 ･･･預り金、仮払金に係る収入と支出は相殺して表示している。

　　

２．重要な会計方針の変更等 なし

３．減価償却額の累計額の合計額　　　　　101,269,367,608円

４．徴収不能引当金の合計額　　　               　　　0円

純　 資　 産　 の　 部

負　　　債　　　の　　　部

262,243,818,284

－ 2 －

221,860,633,131 216,537,888,587 5,322,744,544

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計   257,243,740,994  5,000,077,290

26,476,537,470 28,441,289,964 1,964,752,494

26,476,537,470 28,441,289,964 1,964,752,494

4,339,533,159 4,311,528,659 28,004,500

2,588,000,000 2,431,000,000 157,000,000

241,409,637,442 238,236,649,892 3,172,987,550

科      目 本 年 度 末 前 年 度 末 増    減

248,337,170,601 244,979,178,551 3,357,992,050

307,386,445 357,636,102 50,249,657

40,383,185,153 40,705,852,407 322,667,254

5,893,297,159 6,064,514,731 171,217,572

1,205,083,140 1,124,615,761 80,467,379

3,788,440,000 3,173,440,000 615,000,000

1,502,419,096 1,495,216,139 7,202,957

23,860,260 23,860,260 0

12,696,625,840 12,215,422,733 481,203,107

11,236,979,053 11,252,409,414 15,430,361

27,686,559,313 28,490,429,674 803,870,361

16,425,720,000 17,214,160,000 788,440,000

科      目 本 年 度 末 前 年 度 末 増    減



５．担保に供されている資産の種類及び額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　                                         有価証券（社債） 4,170,584,064円　土地（6筆）　　　　　2,989,113,147円

　建物（13棟）　　　　 8,713,076,923円　　

　有価証券（社債）　 　　200,000,000円　　

６．翌年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額　　15,660,581,516円

７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

　

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（1）有価証券（金銭信託を含む）の時価情報

①総括表

（単位：円）

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

組込デリバティブを区分して測定できない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、有価証券の時価情報に含めて記載

している。

②明細表

（単位：円）

（2）学校法人の出資による会社に係る事項

当学校法人の出資割合が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。

①名称及び事業内容　　株式会社常翔ウェルフェア　　学生・生徒の福利厚生事業

②資本金の額　　　    20,000,000円

③学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式等の入手日

　2006 年 3月  7日　    3,000,000円 　60株

　2010 年 2月 19日　   17,000,000円　340株　 総株式等に占める割合　100％

④当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額

  その他の取引（収入）　　施設利用料等 　　22,452,000円　

        　　　（支出）　　業務委託費等　　 139,525,821円

⑤当該会社の債務に係る保証債務　　学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

（3）通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

2009年4月1日以降に開始したリース取引

－ 3 －

教育研究用機器備品 864,672 596,310

時価のない有価証券 9,382,706,515

有価証券合計 71,079,972,027

（単位：円）

リース物件の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

　その他 9,615,900,226 11,072,675,322 1,456,775,096

　　　　　　　合　　　計 61,697,265,512 63,101,221,296 1,403,955,784

　投資信託 251,288,541 183,127,049 △ 68,161,492

　貸付信託 - - -

　債券 51,830,076,745 51,845,418,925 15,342,180

　株式 - - -

時価のない有価証券 9,382,706,515

有価証券合計 71,079,972,027

種　　　類
当年度（2022年3月31日）

貸借対照表計上額 時   価 差   額

合　　　計 61,697,265,512 63,101,221,296 1,403,955,784

（うち満期保有目的の債券） 39,786,743,671 39,074,237,968 △ 712,505,703

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 24,206,330,323 22,532,314,427 △ 1,674,015,896

（うち満期保有目的の債券） 18,604,225,812 17,262,241,500 △ 1,341,984,312

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 37,490,935,189 40,568,906,869 3,077,971,680

（うち満期保有目的の債券） 21,182,517,859 21,811,996,468 629,478,609

種　　　類
当年度（2022年3月31日）

時   価 差   額貸借対照表計上額


